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事実の概要

　Ｘ１の代理人弁護士Ｂは、Ｘ１のＡに対する損害
賠償請求訴訟で成立した裁判上の和解に基づき、
Ａに対する動産執行等の強制執行手続をとるた
め、Ｙ株式会社（郵便事業者）に対する、Ａ宛の
郵便物についての「転居届」の提出の有無、「転
居届」記載の新住所（居所）等に係る 23 条照会
をＸ２弁護士会に申し出、Ｘ２はＹに照会をした（本
件照会）が、Ｙは報告を拒絶した。
　Ｘ１・Ｘ２はＹに対し、報告拒絶がＸらに対する
不法行為を構成するとして損害賠償を請求した。
　第一審（名古屋地判平25・10・25金判1443号46頁）
は、本件照会事項の全てにつきＹの報告拒絶は正
当な理由を欠くとしたが、Ｙの過失を否定しＸら
の請求を棄却した。Ｘらより控訴がなされ、控訴
審でＸ２は予備的請求として、Ｙが本件照会につ
きＸ２に対し報告する義務があることの確認請求
を追加した。
　第 1 次控訴審（名古屋高判平 27・2・26 判時
2256 号 11 頁）は、本件照会事項の大部分につき
Ｙの報告拒絶は正当な理由を欠くとし、Ｙの過失
があるとした。その上で、Ｙの報告拒絶による
Ｘ１の権利・法的利益の侵害を否定しＸ１の控訴を
棄却したが、Ｘ２については照会が実効性を持つ
利益（報告義務が履行される利益）が侵害されたと
して控訴を容れ請求を一部認容した（報告義務の
確認請求については損害賠償請求が全部棄却された
場合の予備的請求であることが明らかであるとして
判断されなかった）。Ｙから上告受理申立てがなさ
れ、上告が受理された（なお、Ｘ１の相続人から上告・

上告受理申立てがなされたが、上告棄却兼上告不受
理決定がなされている１））。
　第 1 次上告審（最判平 28・10・18 民集 70 巻 7
号 1725 頁）は、Ｙの報告拒絶によるＸ２の権利・
法的利益の侵害を否定し、原判決中Ｙ敗訴部分
を破棄し前記部分につきＸ２の控訴を棄却したが、
Ｘ２のＹに対する報告義務の確認請求につき審理
を尽くさせるため本件を原審に差し戻した。
　原判決（差戻審〔第 2次控訴審〕）（名古屋高判平
29・6・30 判時 2349 号 56 頁）は、本件での報告
義務の確認請求は行政事件訴訟法 4条の「公法
上の法律関係に関する確認の訴え」ではなく民事
訴訟と解するのが適当であるとし、確認の利益を
認め、本件照会事項の大部分につきＸ２の報告義
務確認請求を認容した。Ｙより上告受理申立てが
なされ、上告が受理された。

判決の要旨

　最高裁は、原判決の全部を破棄しＸ２の訴えを
却下した（（ア）（イ）（ウ）の符号、（ア）と（イ）
の間の改行は筆者による）。
　（ア）「弁護士法23条の2第2項に基づく照会（以
下「23 条照会」という。）の制度は、弁護士の職
務の公共性に鑑み、公務所のみならず広く公私の
団体に対して広範な事項の報告を求めることがで
きるものとして設けられたことなどからすれば、
弁護士会に 23 条照会の相手方に対して報告を
求める私法上の権利を付与したものとはいえず、
23 条照会に対する報告を拒絶する行為は、23 条
照会をした弁護士会の法律上保護される利益を侵
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害するものとして当該弁護士会に対する不法行為
を構成することはない（最高裁平成……28 年 10
月18日第三小法廷判決・民集70巻7号1725頁）。」
（イ）「これに加え、23 条照会に対する報告の拒
絶について制裁の定めがないこと等にも照らす
と、23 条照会の相手方に報告義務があることを
確認する判決が確定しても、弁護士会は、専ら当
該相手方による任意の履行を期待するほかはない
といえる。そして、確認の利益は、確認判決を求
める法律上の利益であるところ、上記に照らせば、
23 条照会の相手方に報告義務があることを確認
する判決の効力は、上記報告義務に関する法律
上の紛争の解決に資するものとはいえないから、
23 条照会をした弁護士会に、上記判決を求める
法律上の利益はないというべきである。本件確認
請求を認容する判決がされればＹが報告義務を任
意に履行することが期待できることなどの原審の
指摘する事情は、いずれも判決の効力と異なる事
実上の影響にすぎず、上記の判断を左右するもの
ではない。」
　（ウ）「したがって、23 条照会をした弁護士会が、
その相手方に対し、当該照会に対する報告をする
義務があることの確認を求める訴えは、確認の利
益を欠くものとして不適法であるというべきであ
る。」

判例の解説

　一　はじめに
　23 条照会に対する照会先の報告拒絶に対処し、
同制度の実効性を確保するため、照会先の報告拒
絶が不法行為に当たるとする損害賠償請求の訴え
や照会先の報告義務の確認の訴えの形で依頼者・
弁護士・弁護士会が提起する民事訴訟に関する判
例・裁判例が多く公刊されている２）。
　本判決は弁護士会が提起した照会先の報告義務
の確認の訴えに係る初の最高裁判例であり、こ
の訴えの確認の利益を否定した点に意義がある。
もっとも、この訴えに係る初の公刊裁判例である
原判決が、公法上の法律関係に関する確認の訴え
（行政事件訴訟法 4条後段）への該当性と確認の利
益の存否（確認対象選択の適否、即時確定の利益の
存否、手段選択の適否）につき詳細な理由付けに
より判断を示すのに対し、本判決は即時確定の利
益を否定し、それ以外の問題につき判断を示して

いない。そのため本稿では、即時確定の利益の問
題に焦点を当て論じる。

　二　従来の裁判例・学説
　弁護士会が提起した照会先の報告義務の確認の
訴えにおける即時確定の利益につき判示した唯一
の公刊裁判例たる原判決は、報告義務の存否（報
告拒絶の正当な理由の有無）につき弁護士会と照会
先の判断が食い違った場合でも常に照会先の判断
が優先されるならば、報告拒絶を自由に許す結果
を招き、司法制度の円滑・適正な運営に寄与する
23 条照会が使命を果たすことが困難となること、
弁護士会は弁護士会照会の適正な運用を図る責務
を負うというべきであるから、23 条照会の使命
を実現できるか否かにつき制度の存続にも関わる
重大な利害関係を有しているといえることを根拠
に、23 条照会制度を適正かつ円滑に運営しその
実効性を確保することは法的に保護された弁護士
会固有の利益である旨を判示する。そして原判決
は、Ｙの報告拒絶によりＸ２の法的利益に対する
現在の危険ないし不安があるとした上で、(a)（23
条照会の相手方となることが多い金融機関や郵便・
通信事業者は公の監督を受ける立場にあるから、既
判力で確定された報告義務を履行しないことは想定
し難い点、本件確認請求が認容されればＹの代理人
弁護士は本件照会に対し任意に報告する意向を示し
ている点、Ｙは今後の対応方針を監督官庁である総
務省に報告し、同省はＹに対し司法判断に従うこと
を求める点から）本件確認請求が認容されればＹ
がこれに応じて報告義務を履行することが期待で
きる点、(b) 認容判決を受けた上での本件照会事
項に対する報告であれば、ＹがＡから守秘義務違
反を理由として損害賠償を請求されても違法性が
ないことを理由にこれを拒むことができる点、(c)
Ｘ２は本件確認請求が棄却されれば同一の照会事
項による 23 条照会はしない旨明言している点を
根拠に、報告義務の確認判決が紛争の解決にとっ
て有効であるとする。
　学説では、主に本判決が引用する最判平 28・
10・18（民集 70 巻 7 号 1725 頁。平成 28 年最判）
や原判決に関する論稿や評釈で、弁護士会による
照会先の報告義務の確認に係る即時確定の利益や
確認の利益一般の問題が論じられており、これら
を積極に解する見解が多数といえる３）。
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　三　本判決の検討
　本判決は判旨（ア）（イ）の論拠から、弁護士
会が提起した照会先の報告義務の確認の訴えは確
認の利益を欠くとの結論（ウ）を導く。判旨（ア）
は即時確定の利益の前提たる、確認判決で保護さ
れるべき弁護士会の法的利益に関する判示とい
え、判旨（イ）は弁護士会の法的地位の危険・不
安の解消のために確認判決が必要かつ適切か否か
に関する判示といえる。

　１　報告義務の確認請求に係る弁護士会の
　　　法的利益
　判旨（ア）は平成 28 年最判を引用し、23 条照
会に対する照会先の不当な報告拒絶が不法行為法
上保護されるべき弁護士会の法的利益の侵害に当
たらない旨の同最判の判断が、弁護士会が提起し
た照会先の報告義務の確認の訴えにも該当し、そ
れ故報告義務の確認判決により保護されるべき弁
護士会の法的利益はないとしているといえる。こ
の点につき原判決は、照会先の報告拒絶に対し弁
護士会が独自の損害を被ったとしてその賠償を受
けるべき法律上の利益を有しないとしつつ、二で
示した理由付けにより弁護士会には照会先の報告
義務の確認判決で保護されるべき固有の法的利益
があるとする。
　そもそも 23 条照会では弁護士会が照会権限を
有し、照会先の報告義務も弁護士会に対する義務
である以上、照会先の不当な報告拒絶による弁護
士会の法的利益の侵害が認められることは論理必
然的な帰結といえる。そして、弁護士会が 23 条
照会の適正な運用を図る主体であり、かつ、個々
の照会事項の内容につき利害関係を有しない以
上、23 条照会を適正かつ円滑に運営しその実効
性を確保することが、（報告義務の確認判決、損害
賠償請求の認容判決により保護されるべき）弁護士
会の法的利益であるといえる。もちろん、前記の
事項が法的利益として抽象的であるとの批判はあ
り得るとはいえ、それでも、弁護士会が個々の照
会に対する報告（報告を拒絶する旨でない限り、内
容は問わない）それ自体を受ける利益は、弁護士
会の具体的な法的利益として想定できる。それ故
筆者は、本判決の判旨（ア）（および、平成 28 年最判）
は妥当性を欠くと考える。

　２　報告義務の確認判決による、弁護士会の法的
　　　地位に係る危険・不安の解消、法律上の紛争
　　　の解決
　判旨（イ）は、23 条照会には不当な報告拒絶
に対する制裁の定めがないが故に照会先の報告義
務の確認判決の既判力のみでは照会先による任意
の報告義務の履行に期待するほかなく、報告義務
に関する法律上の紛争の解決に資するとはいえ
ず、報告義務の確認判決では弁護士会の法的地位
に係る危険・不安は解消されないとしているとい
える。そしてここでは、確認判決の既判力により
原告・被告間の法律上の紛争が抜本的に解決され
なければ即時確定の利益は認められないとの前提
があるといえる。この点は、公の監督を受ける照
会先が既判力で確定された報告義務を履行しない
ことは想定し難い等といった、原判決が即時確定
の利益を認める際に指摘した事情につき、判決の
効力と異なる事実上の影響に過ぎない旨を本判決
が述べる点からも裏付けられ得る。
　しかし、既判力を有する確認判決が紛争解決に
一定の基準を示しその基準に基づく当事者の自主
的な行動による紛争解決を期待するとする４）、な
いし、確認判決が既判力により係争事項に関する
「法的情報提供」を行い当事者がそれを行為規範
として最終的な結果実現を可能とする５）として、
確認判決がその事実上の効果により果たし得る機
能を正面から捉え確認の利益を柔軟に考える学説
（筆者もそのような学説を支持する）からは、判旨
（イ）は批判的に捉えられ得る。
　それに加え筆者は、判旨（イ）は確認の利益に
関する従来の最高裁判例と抵触する契機を孕んで
いるのではないかと考える。
　例えば、遺留分減殺請求を受けた受遺者が現
行民法 1041 条（民法及び家事事件手続法の一部を
改正する法律〔平成 30 年法律第 72 号〕により削除）
所定の価額を弁償する旨の意思表示をしたが遺留
分権利者から目的物の現物返還請求も価額弁償請
求も受けていない場合に受遺者が提起した弁償す
べき額の確定を求める訴えにつき、最判平 21・
12・18（民集 63巻 10号 2900 頁。平成 21年最判）は、
弁償額につき当事者間に争いがあり、判決により
弁償額が確定されたときは速やかに支払う意思が
ある旨を受遺者が表明して訴えを提起した場合に
は、受遺者の資力不足等の特段の事情がない限り
確認の利益があるとする。しかし、平成 21 年最
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判が確認の利益を認める前提につき、弁償額を速
やかに支払うとの受遺者の意思表示への期待や信
頼に基づくにとどまり、支払いを法的に保障する
基盤が必ずしも明確に示されていない、ないし、
弁償額の支払いの意思表示に係る受遺者の真意の
確保に問題がある旨の指摘がある６）。すなわち平
成 21 年最判は、弁償額を既判力で確定する確認
判決に従い受遺者が任意に価額弁償義務を履行す
ることが期待できるとの事情（本判決のいう「事
実上の影響」）を前提に、確認判決が受遺者の法的
地位に係る危険・不安の解消に資するとして即時
確定の利益を認めているといえる。
　かかる評価には、平成 21 年最判の事案では受
遺者が任意の価額弁償義務履行の前提として自ら
弁償額の確定の訴えを提起しているのに対し、本
件では報告を拒絶した 23 条照会の照会先に対し
照会権者たる弁護士会が報告義務の確認の訴えを
提起しており、場合が異なるとの指摘があり得る。
確かに前者の場合、受遺者が判決で確定された弁
償額を支払うことは通常期待できる。しかし、そ
れは事実上の問題であり、理論的には判決確定後
に受遺者が弁償額の支払いにつき翻意する可能性
がある。もちろん、判決確定後に受遺者が任意に
価額弁償をしない場合、遺留分権利者が現物返還
請求ないし価額弁償請求の訴えにより対処するこ
とは可能である７）。しかし、ここでは確認判決の
みでは原告・被告間の法律上の紛争は抜本的に解
決されないのであり、このような場合でも最高裁
は即時確定の利益を認める立場を採っているので
はないかと考えられる。
　そうすると、原判決が指摘した事情のうち、公
の監督を受ける立場にある照会先が既判力で確定
された報告義務を履行しないことは想定し難いが
故に「本件確認請求が認容されればＹがこれに応
じて報告義務を履行することが期待できる」点に
ついては、確認判決の「事実上の影響」であると
はいえ、平成 21 年最判に従えば、むしろ確認判
決がＸ２の法的地位に係る危険・不安の解消に資
するとして報告義務の確認の訴えに係る即時確定
の利益を認める方向での要素として評価し得る。
そして、この点からも筆者は、判旨（イ）は妥当
性を欠くと考える。

　四　おわりに
　弁護士会が提起した照会先の報告義務の確認の

訴えを不適法とした本判決により、報告義務に関
する弁護士会・照会先間の紛争を解決し、23 条
照会の実効化を図る手段としての損害賠償請求訴
訟の可能性のみならず、確認訴訟の可能性をも否
定するとの最高裁の立場が明確になった。この点
は 23 条照会の実効化という問題に重大な影響を
及ぼし得るといえる。
　また、本判決は確認の訴え・確認判決が紛争解
決で果たす機能を狭く解し、即時確定の利益を狭
く捉えているといえる８）。それ故本判決は、今後
の判例・裁判例の展開において確認の利益を狭め
る契機を孕んでいるのではないかと考えられる。

●――注
１）齋藤毅「判解」最判解民事篇平成 28 年度（2019 年）
455 頁注 19 等。

２）このような訴訟に関する従来の公刊判例・裁判例の状
況につき、酒井博行『民事手続と当事者主導の情報収集』
（信山社、2018 年）第 2部第 2章。
３）伊藤眞「弁護士会照会の法理と運用」金法 2028 号（2015
年）21 頁、22 頁注 46、加藤新太郎「弁護士会照会に対
する照会先の報告拒絶による不法行為の成否」NBL1089
号（2017 年）89 頁、安西明子「判批」新・判例解説
Watch（法セ増刊）20 号（2017 年）191～192 頁（ただ
し、具体的な照会手続過程の審査という方向性を示す）、
川嶋四郎「判批」法セ 751 号（2017 年）120 頁、笠井
正俊「判批」金法 2073 号（2017 年）76～77 頁、上田
竹志「判批」法セ 754 号（2017 年）108 頁、我妻学「判批」
金判 1538 号（2018 年）12 頁等。消極的な見解として、
今津綾子「判批」リマークス 50 号（2015 年）124 頁、
竹部晴美「判批」新・判例解説Watch（法セ増刊）23
号（2018 年）155～156 頁。

４）伊藤眞「確認訴訟の機能」判タ 339 号（1976 年）30 頁、
32 頁注 5、37～38 頁。

５）川嶋四郎『民事訴訟法』（日本評論社、2013 年）237 頁。
６）徳田和幸「判批」民商 142 巻 2 号（2010 年）212 頁、
常岡史子「判批」速報判例解説（法セ増刊）7号（2010
年）107 頁、本間靖規「判批」リマークス 42 号（2011
年）113 頁、渡部美由紀「判批」平成 22 年度重判解（ジュ
リ 1420 号）（2011 年）160 頁、村上正子「確認訴訟機
能の多様化に関する一考察」伊藤眞先生古稀祝賀論文集
『民事手続の現代的使命』（有斐閣、2015 年）636～637 頁。
７）常岡・前掲注６）108 頁注 20。
８）この点を批判する論稿として、佐藤三郎「弁護士会照
会に対する報告義務の在り方」金法 2107 号（2019 年）
1頁、今津綾子「判批」法教 463 号（2019 年）136 頁（た
だし、本判決の結論はやむを得ないとする）。
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